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第２編 地域別設備投資動向（資本金１億円以上） 



Ⅰ．調査要領（「2012・2013・2014 年度 地域別設備投資計画調査」） 

 

１．調査目的 

この調査は、毎年実施している設備投資計画調査の集計結果のうち、都道府県別に回答

が得られたデータを整理して、地域別設備投資動向の把握を行うことを目的としている。 

 

２．設備投資の範囲 

自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原

則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せ

ず。工事ベース）。2009 年６月調査より、2008 年４月１日以降開始される事業年度から適

用された「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）および「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号）により、リース資産への新

規計上額が設備投資額に含まれる。 

 

３．調査方法 

アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

 

４．調査の対象企業 

原則として資本金１億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業

を除く）。  

 

５．調査時期 

2013 年 6 月 27 日（木）を期日として実施。 

 

６．本行調査の特長 

どの地点で設備投資が行われたかに着目する「属地主義」に基づいてデータを集計して

いるため、本社所在地ベースで集計する他のアンケート調査と比較して、地域の実態によ

り近い設備投資動向の把握が可能となっている。 
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７．回答状況 

回答状況は以下の通りであり、調査対象企業と回答企業の数は、同種の設備投資動向調

査としてはわが国最大規模の調査となっている。 

 

                  （地域別回答のべ社数） 

  社  数 有効回答率   北 海 道       775社 関 西        1,255社 

 調 査 対 象 企 業 11,875社 － 東 北     1,166社 中 国          810社 

 回 答 企 業 6,551社 55.2％ 北関東甲信   892社 四   国     351社 

 地域別回答企業 5,614社 47.3％ 首 都 圏     1,832社 九   州   955社 

 北   陸   464社 沖   縄    62社 

 東   海   919社 

  （注） 地域区分は以下の通り 

      北 海 道      ････ 北海道 

      東 北      ････ 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟 

      北関東甲信 ････ 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

      首 都 圏      ････ 埼玉、千葉、東京、神奈川 

      北 陸      ････ 富山、石川、福井 

      東 海      ････ 岐阜、静岡、愛知、三重 

      関 西      ････ 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

      中 国      ････ 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

      四 国      ････ 徳島、香川、愛媛、高知 

      九 州      ････ 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

      沖 縄      ････ 沖縄 
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Ⅱ．調査結果（大企業・中堅企業：資本金１億円以上） 

 

１. 2012 年度の地域別設備投資実績 

2012 年度の地域別設備投資実績は、東北、北陸、中国、四国、九州は減少したが、そ

の他の５地域で増加し、全国計では 3.2％増と５年ぶりの増加となった。 

 

２. 2013 年度の地域別設備投資計画  

2013 年度の地域別設備投資計画は、鉄鋼、一般機械などの減少により北海道と北関東

甲信が減少するほかは、運輸、卸売・小売、輸送用機械、化学などを中心に８地域で増加

し、全国計で 9.5％増と２年連続の増加になる。 

 

図表１ 2013/2012 年度地域別増減率（単位：％）  図表２ 2013 年度地域別･業種別増減率 

   （  ）内は 2012/2011 の増減率 
 

 

（単位：％）

 
（注）地域別の増減率は、都道府県別回答が得られたデータを基に算出しているが、全国の増減率は、都道

府県別の回答が得られていないデータも含めて算出している。 
 

・製造業は、北海道、北関東甲信、中国の３地域で減少するが、その他の７地域では増加と

なる。全国計では 9.0％増と２年連続の増加となる。 

・製造業（全国計）における増加寄与業種は輸送用機械（寄与度（全国）0.7％）、石油（同

0.7％）、化学（同 0.5％）などである。これら業種が全国と同様に増加寄与が高くなって

いる地域は次のとおりである。 

 

輸送用機械

 

 ： 中国（同地域での寄与度5.6％）、東海（同3.5％）、首都圏（同0.7％）、 

九州（同0.7％） 

石   油 ： 首都圏（同 2.3％）、関西（同 0.7％） 

化   学 ： 四国（同 3.4％）、北関東甲信（同2.6％）、北陸（同2.4％）、東北（同 2.0％） 



なお、全国計における減少寄与業種は鉄鋼（寄与度（全国）▲0.3％）である。同業種

が全国と同様に減少寄与が高くなっている地域は次のとおりである。 

 

鉄   鋼 ： 北海道（同▲6.0％）、九州（同▲4.7％）、北関東甲信（同▲2.7％） 

 

・非製造業は、全ての地域が増加し、全国計では 9.8％増と２年連続の増加となる。 

・非製造業（全国計）における増加寄与業種は運輸（寄与度（全国）2.4％）、卸売・小売（同

1.3％）、不動産（同 1.3％）などである。これら業種が全国と同様に増加寄与が高くなっ

ている地域は次のとおりである。 

 

運   輸 ： 首都圏（同地域での寄与度 4.9％）、関西（同 4.7％）、九州（同 3.5％） 

卸売・小売 ： 関西（同 3.0％）、首都圏（同 2.6％）、九州（同 1.2％） 

不 動 産 ： 首都圏（同 3.8％）、北関東甲信（同 3.2％）、東海（同 2.0％） 

 

３. 2014 年度の地域別設備投資計画  

2014 年度の地域別設備投資計画は、全ての地域で減少し、全国計では 11.1％減との計

画になっているが、当年度計画に比べると回答企業が少なく、現時点では未確定な部分が

多い。 
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図表３ 地域別設備投資動向 

【2012 年度】 

 
【2013 年度】 

 
（注）１. 全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む。 

２． 各地域の構成比は、都道府県別投資額回答会社の対合計比。なお各地域の構成比合計は、 

      四捨五入の関係で 100％とならない場合がある。 
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図表４ 業種別増減率の推移（全国） 

 
（注）2009 年度実績までは事業基準分類。2010 年度以降は主業基準分類。以下同様。 

 

図表５ 調査時点別増減率の推移（全国） 

 
（注）全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む。 
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Ⅲ．地域別動向 

北 海 道 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 6.5％→2013年度 ▲4.4％）【2013年度設備投資額 2,759億円】 

・2012年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度4.8％］、運輸［同2.8％］、紙・パルプ［同2.7％］ 

・2013年度主要減少業種 鉄鋼［寄与度▲6.0％］、食品［同▲1.4％］、紙・パルプ［同▲1.4％］ 

 

製 造 業    （2012年度 41.1％→2013年度 ▲23.9％：対全産業金額比37.0％） 

・燃料転換投資のある化学

非製造業は増加に転じるものの、製造業が減少に転じるため、全産業では減少に

転じる。 

（39.4％増）などが増加するものの、合理化投資が減少する

鉄鋼（38.6％減）、工場新設が一段落する食品（20.0％減）のほか、紙・パルプ（24.4％

減）なども減少することから、減少に転じる。 

 

非製造業（2012年度 ▲1.0％→2013年度 12.5％：対全産業金額比63.0％） 

・観光関連で施設取得・改修が完了するサービス（14.7％減）などが減少するものの、再

生可能エネルギー関連投資のある電力（761.1％増）が増加するほか、車両取得や安全

対策投資のある運輸（14.2％増）、新規出店のある卸売・小売（8.9％増）などが増加す

るため、増加に転じる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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東   北 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 ▲15.8％→2013年度 15.0％） 【2013年度設備投資額 4,861億円】 

・2012年度主要減少業種 電力［寄与度▲8.7％］、紙・パルプ［同▲2.9％］ 

・2013年度主要増加業種 電力［寄与度6.4％］、化学［同2.0％］ 

 

製 造 業    （2012年度 ▲22.9％→2013年度 8.8％：対全産業金額比50.5％） 

・能力増強投資が一段落する非鉄金属

 
製造業・非製造業ともに増加に転じるため、全産業でも増加に転じる。 

（16.8％減）や震災復旧関連投資が減少する紙・パ

ルプ（10.8％減）などが減少するものの、能力増強投資のある化学（16.8％増）や電気

機械（12.0％増）などが増加することから、２年ぶりに増加する。 

  

非製造業（2012年度 ▲13.3％→2013年度 22.1％：対全産業金額比49.5％） 

・震災復旧関連投資などが一段落するサービス（24.3％減）などが減少するものの、再生

可能エネルギー関連投資のある電力（89.6％増）、オフィスビル新設などのある不動産

（72.0％増）などが大幅増となることから、増加に転じる。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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北関東甲信 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 12.2％→2013年度 ▲0.8％） 【2013年度設備投資額 4,966億円】 

・2012年度主要増加業種 電力［寄与度8.7％］、輸送用機械［同3.2％］ 

・2013年度主要減少業種 一般機械［寄与度▲3.1％］、電力［同▲3.1％］ 

 

製 造 業    （2012年度 4.3％→2013年度 ▲1.9％：対全産業金額比72.1％） 

・化学

非製造業は２年連続増加するものの、製造業が４年ぶりに減少するため、全産業

では４年ぶりの減少に転じる。 

（32.9％増）、電気機械（26.3％増）などが増加するものの、能力増強投資が一段

落する一般機械（40.2％減）や合理化投資が減少する鉄鋼（24.8％減）などが大幅減と

なるため、４年ぶりに減少する。 

 

非製造業（2012年度 21.1％→2013年度 2.0％：対全産業金額比27.9％） 

・改良工事の減少や再生可能エネルギー関連投資の一段落がある電力（37.8％減）などが

減少するものの、商業施設の新設・改修のある不動産（194.1％増）が大幅増となるほ

か、建設（159.2％増）なども増加するため、２年連続増加する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 



― 49 ― 49

首 都 圏 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 1.5％→2013年度 15.5％） 【2013年度設備投資額 33,033億円】 

・2012年度主要増加業種 卸売・小売［寄与度3.6％］、石油［同0.9％］ 

・2013年度主要増加業種 運輸［寄与度4.9％］、不動産［同3.8％］、卸売・小売［同2.6％］ 

 

製 造 業    （2012年度 16.7％→2013年度 19.4％：対全産業金額比25.3％） 

・社会インフラ関連投資などが一段落する電気機械

製造業が２年連続増加し、非製造業も増加に転じることから、全産業では２年連

続増加する。 

（23.6％減）が減少するものの、製油

所の安全対策投資やサービスステーションへの投資が増加する石油（87.6％増）のほか、

本社建設などがあるその他製造業（163.8％増）も大幅増となるため、２年連続増加す

る。 

 

非製造業（2012年度 ▲1.8％→2013年度 14.2％：対全産業金額比74.7％） 

・宿泊施設建設などが終了するサービス（25.5％減）などが減少するものの、空港関連投

資を中心にウエイトの高い運輸（16.7％増）、再開発プロジェクトが継続する不動産

（16.5％増）などが増加することから、増加に転じる。 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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北   陸 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 ▲6.2％→2013年度 2.3％） 【2013年度設備投資額 2,396億円】 

・2012年度主要減少業種 電力［寄与度▲6.4％］、化学［同▲2.8％］ 

・2013年度主要増加業種 その他非製造業［寄与度9.5％］、化学［同2.4％］ 

 

製 造 業    （2012年度 ▲3.4％→2013年度 0.7％：対全産業金額比64.7％） 

・能力増強投資が一段落する一般機械

製造業が増加に転じ、非製造業も３年ぶりに増加するため、全産業でも増加に転

じる。 

（38.9％減）などが減少するものの、合理化投資や

医薬品関連の能力増強投資のある化学（17.0％増）やスマートフォン関連の能力増強投

資のある電気機械（16.7％増）などが増加するため、増加に転じる。 

 

非製造業（2012年度 ▲7.8％→2013年度 5.3％：対全産業金額比35.3％） 

・改良工事などが減少する電力（60.0％減）が減少するものの、エネルギー関連投資など

によりその他非製造業（642.2％増）が大幅増となるほか、サービス（46.3％増）など

も増加するため、３年ぶりに増加する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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東   海 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 18.9％→2013年度 20.6％）【2013年度設備投資額 12,702億円】 

・2012年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度9.2％］、電力［同6.4％］ 

・2013年度主要増加業種 電気機械［寄与度3.7％］、輸送用機械［同3.5％］ 

 

製 造 業    （2012年度 21.9％→2013年度 17.0％：対全産業金額比73.2％） 

・スマートフォン関連の能力増強投資のある電気機械

製造業が３年連続で増加し、非製造業も２年連続増加となるため、全産業では３

年連続で増加する。 

（47.1％増）、生産体制再構築や研

究開発投資のある輸送用機械（11.1％増）、能力増強投資のある一般機械（26.4％増）

など、殆どの業種が増加することから、３年連続で増加する。 

 

非製造業（2012年度 13.7％→2013年度 31.6％：対全産業金額比26.8％） 

・用地取得の反動減で建設（53.8％減）が減少するものの、物流施設整備のある運輸（33.3％

増）に加え、都心部のビル建て替えが進む不動産（147.2％増）など、幅広い業種が増加

することから、２年連続で二桁増となる。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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関   西 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 3.5％→2013年度 11.2％）【2013年度設備投資額 11,250億円】 

・2012年度主要増加業種 電力［寄与度2.4％］、その他製造業［同1.9％］ 

・2013年度主要増加業種 運輸［寄与度4.7％］、卸売・小売［同3.0％］ 

 

製 造 業    （2012年度 8.3％→2013年度 0.3％：対全産業金額比34.0％） 

・その他製造業

製造業・非製造業ともに２年連続の増加となることから、全産業でも２連続増加

する。 

（34.7％減）や輸送用機械（51.3％減）が減少するものの、医薬品の研究

開発投資や高機能素材の能力増強投資のある化学（10.2％増）、維持更新投資のある石

油（202.5％増）などが増加することから、わずかではあるものの２年連続の増加とな

る。 

 

非製造業（2012年度 1.2％→2013年度 17.8％：対全産業金額比66.0％） 

・大型ターミナル開発投資が一段落する不動産（8.4％減）が減少するものの、沿線開発

投資や安全対策工事が継続する運輸（24.8％増）、増床・新規出店のある卸売・小売

（34.8％増）など、殆どの業種が増加することから、２年連続増加する。 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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中   国 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 ▲10.2％→2013年度 2.5％） 【2013年度設備投資額 4,677億円】 

・2012年度主要減少業種 電力［寄与度▲4.0％］、鉄鋼［同▲3.8％］ 

・2013年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度5.6％］、鉄鋼［同1.8％］ 

 

製 造 業    （2012年度 ▲3.3％→2013年度 ▲1.5％：対全産業金額比74.5％） 

・能力増強投資などのある輸送用機械

製造業は２年連続減少するものの、非製造業が５年ぶりに増加に転じるため、全

産業でも増加に転じる。 

（33.3％増）、維持更新投資のある鉄鋼（37.5％増）

などが増加するものの、能力増強投資が一段落する化学（23.0％減）、工場新設が終了

する非鉄金属（61.2％減）などが減少することから、２年連続で減少する。 

 

非製造業（2012年度 ▲20.0％→2013年度 16.5％：対全産業金額比25.5％） 

・前年度の不動産取得や物流施設竣工の反動減がある運輸（7.3％減）や、商業施設用地

取得の剥落がある不動産（8.2％減）などが減少するものの、能力増強投資のあるガス

（51.9％増）、インフラ投資のある通信・情報（40.1％増）、再生可能エネルギー関連投

資のある電力（163.6％増）などが増加することから、５年ぶりに増加に転じる。 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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四   国 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 ▲4.4％→2013年度 26.0％） 【2013年度設備投資額 2,913億円】 

・2012年度主要減少業種 電気機械［寄与度▲7.3％］、不動産［同▲2.5％］ 

・2013年度主要増加業種 紙・パルプ［寄与度5.7％］、通信・情報［同4.9％］ 

 

製 造 業    （2012年度 ▲3.2％→2013年度 19.2％：対全産業金額比76.5％） 

・二次電池関連の能力増強投資の一段落から電気機械

 
製造業・非製造業ともに増加に転じることから、全産業でも増加に転じる。 

（14.5％減）は減少するものの、能

力増強投資のある紙・パルプ（91.3％増）、非鉄金属（62.0％増）、化学（12.5％増）な

ど、幅広い業種が増加することから、増加に転じる。 

 

非製造業（2012年度 ▲6.3％→2013年度 54.7％：対全産業金額比23.5％） 

・データセンターが新設される通信・情報（129.3％増）に加え、新型車両導入のある運

輸（53.5％増）、再生可能エネルギー関連投資のある電力（203.9％増）など、殆どの業

種が増加することから、増加に転じる。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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九   州 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2012年度 ▲15.6％→2013年度 14.2％）【2013年度設備投資額 6,191億円】 

・2012年度主要減少業種 電力［寄与度▲5.9％］、電気機械［同▲4.5％］ 

・2013年度主要増加業種  電力［寄与度8.5％］、運輸［同3.5％］ 

 

製 造 業    （2012年度 ▲20.3％→2013年度 1.1％：対全産業金額比49.4％） 

・投資抑制の続く鉄鋼

製造業は６年ぶりに増加し、非製造業も３年ぶりに増加するため、全産業では３年ぶ

りに増加する。 

（27.0％減）などが減少するものの、維持更新投資のある非鉄金属

（50.2％増）や再生可能エネルギー関連投資などのあるその他製造業（42.5％増）など

が増加することから、６年ぶりに増加する。 

 

非製造業（2012年度▲13.0％→2013年度 30.7％：対全産業金額比50.6％） 

・商業施設竣工などの反動減がある不動産（38.1％減）などが減少するものの、再生可能

エネルギー関連投資が相次ぐ電力（299.6％増）が大幅増となるほか、不動産関連投資

のある運輸（22.4％増）などが増加することから、３年ぶりに増加に転じる。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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付属図表１ 地域別設備投資 総括 

 

 

(注) １．構成比は､都道府県別投資額回答会社の対合計比｡ 

２．全国の数値は､都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む｡ 



付属図表２ 地域別・業種別の動向 ① 

 

(注）その他の製造業 ：出版印刷、ゴム、その他製造業 

その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ② 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ③ 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ④ 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ⑤ 

 

(注）九州は沖縄県を含まない 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ⑥ 

 

 

(注）全国は都道府県別投資未回答会社と沖縄県の計数を含む
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付属図表３ 地域別シェア 

 
 

（注）１．本グラフにおける九州には、沖縄県の投資額を含めている。 

２．四捨五入の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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